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地域生活移行アセスメントの作成とその検討に関する研究(2) 
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１．研 究 目 的 

障害者自立支援法の成立により策定されることとなった市町村障害福祉計画の基本指

針には「平成 23 年度末までに現在の入所施設の入所者の 1 割以上が地域生活に移行する

ことをめざす、これにあわせて平成 23 年度末時点の施設入所者数を 7%以上削減すること

を基本としつつ、地域の実情に応じて目標を設定する」と記載されている。しかし、現実

にはこの目標は達成される状況とはなっていない。この地域生活移行の促進を妨げる要因

はいくつかあげることができるが、その１つとして地域生活移行プロセスが確立されてい

ない点をあげることができる。この地域生活移行プロセスは地域生活移行を目指した支援

や調整を始める段階から始まる。しかし、実際に地域生活移行プロセスに至るには地域生

活移行に向けたアセスメントを行う必要がある。しかし現実には、個別支援計画のための

アセスメントはいくつか作成されているものの、地域生活移行のためのアセスメントは作

成されていない。そこで本研究の目的は、地域生活移行の現状を踏まえて、地域生活移行

アセスメントを作成し、作成した地域生活移行アセスメントの有効性を検討する、ことと

する。 

 

２．研究の視点および方法 

 平成 14 年度厚生労働保健福祉総合事業「知的障害者施設における援助システムに関する

研究」において作成された「国立のぞみの園個別支援計画(アセスメント)」を用いて 2003

年に国立のぞみの園の入所者 501 名を対象に行われた調査データにより地域生活移行アセ

スメントを作成することとする。「国立のぞみの園個別支援計画(アセスメント)」は ADL、

健康・安全、社会性、社会生活技能、コミュニケーション、日中活動、社会参加、につい

て全160項目を各項目5段階で評価するものである。この「国立のぞみの園個別支援計画(ア

セスメント)」を用いて行った調査データをその後の地域生活移行群と施設生活継続群に着

目して分析を行い、地域生活移行のためのアセスメントを作成する。そして、作成された

地域生活移行アセスメントに地域生活移行群と施設生活継続群のデータをそれぞれ当ては

め、心身機能・身体構造や環境因子からも地域生活移行アセスメントの内容の検討を行う

こととする。 
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３．倫理的配慮 

 調査データから個人が特定されないように配慮しながら分析を行い、地域生活移行アセ

スメントを作成した。またあわせて、個人が特定されないように配慮しながら地域生活移

行アセスメントの有効性の検討を行った。なお、分析は日本社会福祉学会研究倫理指針に

準拠して行った。 

 

４．研 究 結 果 

 「国立のぞみの園個別支援計画（アセスメント）」で用いた 160 項目について、重複する

項目、回答の分布に偏りがある項目を削除し、数量化３類を用いて分析を行った。ADL、健

康・安全、日常生活、社会生活技能からなる 18 項目が利用者の特徴を表す項目となること

がわかり、これらの 18 項目を地域生活移行アセスメントとした。地域生活移行群にこの結

果を適用すると、得点分布が高得点層にかたまっていることがわかった。逆に施設生活群

では得点分布が高得点層と低得点層に２分されることがわかった。地域生活移行群と施設

生活継続群の高得点群とを比較したところ、施設生活群の障害程度区分の平均が若干高か

ったものの、年齢、在籍年数、IQ の平均には大きな差は見られなかった。次に、アセスメ

ント得点が高得点層にあるにも関わらず地域生活移行が果たされていない施設生活継続群

についてその要因を検討したところ、本人が地域生活移行を拒否しているケースは見られ

なかったものの、保護者の同意が得られないケースが 60.6%、どちらともいえないを含め

ると 93.9%となっていた。これらのことから、地域生活移行アセスメントにおいて、得点

が同じ場合には地域生活移行群も施設生活継続群も心身機能・身体構造上は差が見られな

かったが、地域生活移行群と施設生活継続群とを分ける要因として保護者の同意などの環

境因子が影響している傾向があることが分かった。そのため、このような環境因子の及ぼ

す影響に目を向けながら地域生活移行アセスメントを行う必要性が示される結果となった。 

 

 


